１　高齢福祉関係

令和元年度民生委員審査専門分科会、高齢者福祉専門分科会及び地域福祉専門分科会の活動概況について（長寿支援課）【資料１-１】
令和元年度においては、資料1-1のとおり分科会を開催したことを報告するもの。
「堺　あったかぬくもりプラン４（第4次堺市地域福祉計画・第6次堺市社会福祉協議会地域福祉総合推進計画）」の策定について
（長寿支援課）【資料１-２-１、１-２-２】
地域福祉計画については、本市では平成17年に第１次計画を策定し、地域福祉の推進に取り組んできた。第4次計画の策定にあたり、社会福祉審議会地域福祉専門分科会でのご議論に加え、これまでアンケート調査の実施、地域福祉計画推進懇話会や庁内委員会を開催してきた。
社会福祉法により、地域福祉計画は高齢、障害、児童、健康などの健康福祉の分野別計画の基盤となるものと位置付けられている。
また、今回の計画からは、市町村成年後見制度利用促進計画と地方再犯防止推進計画を包含している。
さらに、第3次計画と同様に、本市が策定する「第4次堺市地域福祉計画」及び堺市社会福祉協議会が策定する「第6次堺市社会福祉協議会地域福祉総合推進計画」を共通の理念をもとに合同策定している。
実施期間は、令和2年度～令和７年度の6年間であり、必要に応じて、中間見直しを行うこととしている。
資料1-2-1における31ページでは、取組理念として「“ともに暮らすまち”、“支えあい続けるしくみ”を、わたしたちの“参加と協働”でつくる」を掲げており、実現のために、市や社協、市民などとの役割分担により、36ページと37ページに掲載する①～④の取組を基本目標として、市、社協が各施策を推進していく。
民生委員児童委員一斉改選後の校区定数について（長寿支援課）【資料１-３】
資料1-3のとおり、令和元年12月1日付の民生委員児童委員に係る定数は1,169名となっている。
昨年度は民生委員児童委員の一斉改選の年であり、民生委員審査専門分科会においては、各校区から推薦のあった民生委員児童委員候補者及び主任児童委員候補者についての審査をお願いした。
審査の結果を踏まえて、厚生労働大臣へ推薦し、令和元年12月1日付で1,113名の民生委員児童委員及び主任児童委員が委嘱されたことを報告する。
「堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成30～32年度）」の進捗状況について（介護保険課、長寿支援課、介護事業者課）【資料１-４-１、１-４-２、１-４-３】
「堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、高齢者施策を総合的に推進しながら、本市における地域包括ケアシステムの構築に向けた道筋を示すものとして、平成30年に策定した。
本計画は平成30年度からの3年間を計画期間としており、令和元年度の進捗状況を報告する。

資料1-4-1令和元年度の進捗状況について、「４（１）ア 高齢者人口の推移」「４（１）イ  要介護（要支援）認定者数」は、概ね計画値どおりに推移しており、「４（１）ウ 要介護度別サービス受給者数の状況」は表のとおりである。

「４（２）保険給付（介護給付・予防給付）のR元年度実績」は、主な給付費である、居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービス・総合事業の合計は、計画値の範囲内で推移している。
「４ （３）保険料収納状況のR元年度実績」は、収納率96.43％と平成30年度の収納率96.46％と同水準の見込みである。

資料1-4-2本計画は7つの重点施策に沿って施策展開を図っており、各施策の進捗状況については、一覧のとおりである。計画目標である「生活の安心を支える」「すこやかに暮らす」「いきいき暮らす」の実現に向けて、引き続き取組を進めていく。
資料1-4-3のとおり、本計画に基づく介護保険施設等の選定状況は、令和2年7月現在、広域型特別養護老人ホームは、新設が2施設、増床が2施設。地域密着型特別養護老人ホームは、新設が1施設。介護老人保健施設は、増床が1施設。高齢者グループホームは、新設が3事業所、増床が1事業所である。また、小規模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護は、それぞれがない圏域又は区域において募集を行い、それぞれの新設は1事業所ずつである。特定施設入居者生活介護は、既存施設からの転換と新設を合わせて15事業所である。
「堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（令和3～5年度）」の策定について（長寿支援課）【資料１-５-１、１-５-２】
令和元年度においては、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定の基礎資料とするため、高齢者実態調査を実施した。調査方法や結果概要等については、資料1-5-1のとおりとなっている。
今年度は資料1-5-2のとおり、令和3～5年度を計画期間とする第8期介護保険事業計画の策定年であり、引き続き高齢者保健福祉計画と一体で策定をすることとしている。また、計画策定に当たっては、国、大阪府の計画指針を踏まえ、本市総合計画を上位計画とし、地域福祉計画を基盤とし、健康増進計画など関連分野の計画と調和を図りつつ策定する。

近年の状況としては、2025年に団塊の世代が全て75歳以上となり、2040年には団塊ジュニア世代が65歳以上となることから、高齢者人口のピーク、介護ニーズの高い85歳以上人口の急増が見込まれている。このため、2025年以降は現役世代（担い手）の減少が顕著であり、介護人材の不足等、地域の高齢者介護を支える人的基盤の確保が課題となっている。
こうした状況を視野に、現在国からは介護保険制度の見直しに向けて、「１．介護予防・地域づくりの推進」「２．地域包括ケアシステムの推進」「３．介護現場の革新」という３つの方針が示されている。また、第8期計画において記載を充実する事項として、地域共生社会の実現に向けた考え方や取組の充実などが国において議論されている。
これらの国の動きとあわせて、本市としての特徴、例えば超高齢社会に対応するための地域包括ケアシステムの推進に関する条例を定めている点などを踏まえ、本市において、高齢者ができるだけすこやかに、いきいきと毎日を過ごし、何らかの支援が必要になったときも自分らしさを失わず、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、本計画の基本理念や柱立てをはじめ、計画案の検討などの策定作業を進めていく。
なお、本計画策定にあたっては、堺市社会福祉審議会 高齢者福祉専門分科会において審議を行い、庁内委員会等においても意見をいただきながら、取り組む。

堺市地域包括ケアシステムの推進に関する施策に係る総合的な計画「よりそい安心ほっとプラン」の策定について
（地域包括ケア推進課）【資料１-６-１、１-６-２、１-６-３】
超高齢社会の進行に伴い、介護の重度化やひとり暮らし高齢者の増加、高齢者同士の介護、複数の課題を抱える世帯の増加など、高齢者を取り巻く課題やニーズが多様化する中、市民・事業者・行政が各々の役割を見直し、地域の課題に対し、支えあいや連携のルールに基づき、協力する仕組みづくりが必要である。
このような背景から、可能な限り住み慣れた地域で、人生の最期まで自分らしくいきいきと暮らし続けられるまちの実現に向け、市の責務や市民、関係機関の役割を明確化し、連携及び協働して、地域包括ケアシステムを推進するため、平成30年10月に「堺市超高齢社会に対応するための地域包括ケアシステムの推進に関する条例」を施行した。
また、同条例第4条第1項に基づき、本市は、地域包括ケアシステムの推進に関する施策に係る総合的な計画「よりそい安心ほっとプラン」を策定し、令和2年3月には同計画の概要版（要覧）も作成した。
同計画は、2026年度までの方向性を示した長期計画と、より詳細な取組を示した中期計画から構成され、「医療・介護・介護予防・住まい・生活支援」の5つの要素ごとに施策を記載し、毎年度、検証や進捗管理を行いながら、内容を更新していく。
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